
Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 172,500 50,439 490,048 0 合計 490,048,000 円
繰出金 490,048,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 172,500 50,439 490,048 0

職員人件費　② 93 93 92 0

総事業費（①＋②） 172,593 50,532 490,140 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

刈谷小垣江駅東部土地区画整理事業会計繰

出事業

令和２年

Ｐ
　
　

度

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

（

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

令

　
概
　
要

総合計画
分野

和

都市環境

基本施策 市街

元

地・住環境
施策体系

施

年

策の内容 市街地の整備

度

・改善

目
　
　
　
的

　当

評

該土地区画整理事業費

価

を確保することに

主
た

）

る
内
容

　一般会計から

刈

土地区画整理事業会計

谷

へ事業
より、事業の施

市

行を図る。 費の一部を

事

繰り出す。

位
置
づ
け

関

務

連計画 都市計画マスタ

事

ープラン

根拠法令 土地

業

区画整理法、西三河都

評

市計画事業刈谷小垣江

価

駅東部土地区画整理事

シ

業施行条例

対象者 当該

ー

土地区画整理事業地区

ト

内地権者 事業期間 昭和

（

６１年度 ～

実施方法 □

様

直営　□委託　□指定

式

管理　□補助・助成　

１

■その他

）

会計名 担当部 都

Ｂ
　
事
　

市

業
　
実
　
績

２９年度実

政

績 ３０年度実績 元年度

策

実績 ２年度計画

・刈谷

部

小垣江駅東部土地区画

一

・刈谷小垣江駅東部土

般

地区画 ・刈谷小垣江駅

会

東部土地区画 　
　整理

計

事業会計への繰り出し

担

　整理事業会計への繰

当

り出し 　整理事業会計

課

への繰り出し 　
　
　
　

市

　　―――――――

　

街

必要な経費を繰り出し

地

、土地区画整理事業の

整

推進を図った。

成果

　

備

地権者との交渉難航に

課

よる土地区画整理事業

款

の長期化が懸念される

項

。

課題

指標名称（単位

目

）
実績値 目標値

２９年

担

度 ３０年度 元年度 ２年

当

度 ４年度

活動 繰り出し

係

実績（対予算比率％）

区

75.3 100.0 1

画

00.0 ― 100.0

整

指標
成果 土地区画整理

理

事業の進捗（面的整備

業

率％） 95.9 95.

務

9 96.2 97.6 9

係

8.0
指標

　土地区画

8

整理事業は事業ごとに

4

条件が異なるため、他

2

市との比較はしていない。
他市との
比較検証



部土地区画整理事業会計繰

出事業

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点から

令

の評価 評価の理由

　土

和

地区画整理事業の財源

２

として一般会計から繰

年

り出しを
・法的業務

高

度

い
行うことは事業を円

（

滑に進めるうえで必要

令

である。
必要性 ・市民

和

ニーズ、社会需要
・市

元

民生活上必要である　

年

など

　土地区画整理事

度

業の収支に合わせて効

評

率的に繰り出しを
・コ

価

ストの節減、費用対効

）

果
普通

行っている。
効

刈

率性 ・執行体制の効率

谷

性
・手段の最適性　な

市

ど

　当該土地区画整理

事

事業は市施行による事

務

業であり、一般
・市が

事

主体となって実施する

業

高い
会計から繰り出し

評

を行うことは妥当性が

価

ある。
妥当性 　べき事

シ

業であるか
・総合計画

ー

との整合性　など

　健

ト

全な市街地を造成する

（

土地区画整理事業に一

様

般会計か

施策への ・施

式

策への貢献度
高い

ら繰

２

り出しを行うことは施

）

策への貢献度が高い。

会

・目標達成度
貢献度 ・

計

市民サービスへの効果

名

　など

今後の方向性 ■

担

拡充　□現状維持　□

当

改善・効率化　□縮小

部

　□終期設定　□休止

都

・廃止

　引き続き、土

市

地区画整理事業会計の

政

収支バランスを考慮し

策

ながら、一般会計から

部

繰り出しを行っていく

一

。

般会計

Ｃ
 
　
Ｈ

担

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

当

　
∧
　
評
　
価
　
∨

課 市街地整備課

款 項 目 担当係 区画整理業務係

8 4 2

刈谷小垣江駅東



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,471 5,510 10,547 5,000 合計 10,547,000 円
繰出金 10,547,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 9,471 5,510 10,547 5,000

職員人件費　② 93 93 92 91

総事業費（①＋②） 9,564 5,603 10,639 5,091

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

刈谷野田北部土地区画整理事業会計繰出事

業

令和２年

Ｐ
　
　
Ｌ
　

度

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

（

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

令

　
要

総合計画
分野 都市

和

環境

基本施策 市街地・

元

住環境
施策体系

施策の

年

内容 市街地の整備・改

度

善

目
　
　
　
的

　当該土

評

地区画整理事業費を確

価

保することに

主
た
る
内

）

容

　一般会計から土地

刈

区画整理事業会計へ事

谷

業
より、事業の施行を

市

図る。 費の一部を繰り

事

出す。

位
置
づ
け

関連計

務

画 都市計画マスタープ

事

ラン

根拠法令 土地区画

業

整理法、西三河都市計

評

画事業刈谷野田北部土

価

地区画整理事業施行条

シ

例

対象者 当該土地区画

ー

整理事業地区内地権者

ト

事業期間 平成１２年度

（

～

実施方法 □直営　□

様

委託　□指定管理　□

式

補助・助成　■その他

１）

会計名 担当部 都

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

市

績

２９年度実績 ３０年

政

度実績 元年度実績 ２年

策

度計画

・刈谷野田北部

部

土地区画整理 ・刈谷野

一

田北部土地区画整理 ・

般

刈谷野田北部土地区画

会

整理 ・刈谷野田北部土

計

地区画整理
　事業会計

担

への繰り出し 　事業会

当

計への繰り出し 　事業

課

会計への繰り出し 　事

市

業会計への繰り出し

　

街

必要な経費を繰り出し

地

、土地区画整理事業の

整

推進を図った。

成果

　

備

地権者との交渉難航に

課

よる土地区画整理事業

款

の長期化が懸念される

項

。

課題

指標名称（単位

目

）
実績値 目標値

２９年

担

度 ３０年度 元年度 ２年

当

度 ４年度

活動 繰り出し

係

実績（対予算比率％）

区

100.0 100.0

画

100.0 100.0

整

100.0
指標
成果 土

理

地区画整理事業の進捗

業

（面的整備率％） 95

務

.1 95.1 95.1

係

95.3 100.0
指

8

標
　土地区画整理事業

4

は事業ごとに条件が異

2

なるため、他市との比較はしていない。
他市との
比較検証



地区画整理事業会計繰出事

業

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評

令

価 評価の理由

 土地区

和

画整理事業の財源とし

２

て一般会計から繰り出

年

しを
・法的業務

高い
行

度

うことは事業を円滑に

（

進めるうえで必要であ

令

る。
必要性 ・市民ニー

和

ズ、社会需要
・市民生

元

活上必要である　など

年

 土地区画整理事業の

度

収支に合わせて効率的

評

に繰り出しを行
・コス

価

トの節減、費用対効果

）

普通
っている。

効率性

刈

・執行体制の効率性
・

谷

手段の最適性　など

 

市

当該土地区画整理事業

事

は市施行による事業で

務

あり、一般
・市が主体

事

となって実施する
高い

業

会計から繰り出しを行

評

うことは妥当性がある

価

。
妥当性 　べき事業で

シ

あるか
・総合計画との

ー

整合性　など

 健全な

ト

市街地を造成する土地

（

区画整理事業に一般会

様

計か

施策への ・施策へ

式

の貢献度
高い

ら繰り出

２

しを行うことは施策へ

）

の貢献度が高い。
・目

会

標達成度
貢献度 ・市民

計

サービスへの効果　な

名

ど

今後の方向性 □拡充

担

　■現状維持　□改善

当

・効率化　□縮小　□

部

終期設定　□休止・廃

都

止

　引き続き、土地区

市

画整理事業会計の収支

政

バランスを考慮しなが

策

ら、一般会計から繰り

部

出しを行っていく。

一般会計

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

担

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

当

　
評
　
価
　
∨

課 市街地整備課

款 項 目 担当係 区画整理業務係

8 4 2

刈谷野田北部土



務

るとともに、市街地整

係

備手法について調査・

8

研究する必要がある。

4

課題

指標名称（単位）

1

実績値 目標値

２９年度

拠

３０年度 元年度 ２年度

点

４年度

活動 勉強会等会

整

議及び打合せ回数（回

備

） ― 2 0 2 2
指標
活動

係

関連部署との検討会回数（回） ― ― 3 ― ―
指標

　地域の状況や権利者の意向が異なるため、比較検証は行っていない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 6,725 3,306 合計 6,725,192 円
委託料 6,725,192 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 6,725 3,306

職員人件費　② 0 93 4,867 1,984

総事業費（①＋②） 0 93 11,592 5,290

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 都市環境

基本

和

施策 市街地・住環境
施

元

策体系
施策の内容 市街

年

地の整備・改善

目
　
　

度

　
的

　都市計画マスタ

評

ープランの市街地整備

価

の方

主
た
る
内
容

○小垣

）

江町北部地区における

刈

調査等の実施  
針に

谷

基づき、都市基盤等の

市

整備に向けた調査･ 　

事

・土地区画整理事業等

務

の推進検討
検討を行う

事

ことで、市街地開発の

業

事業化を促 　・事業化

評

に向けた調査、資料作

価

成
進し、持続可能なま

シ

ちづくりを推進する。

ー

○再開発に関する調査

ト

・検討の実施
　・都市

（

再開発事業等の推進検

様

討
　・事業化に向けた

式

調査、資料作成

位
置
づ

１

け

関連計画 都市計画マ

）

スタープラン、立地適

会

正化計画

根拠法令 土地

計

区画整理法、都市再開

名

発法、刈谷市優良建築

担

物等整備事業補助金交

当

付要綱

対象者 関係権利

部

者、事業者 事業期間 平

都

成３０年度 ～ 令和４年

市

度

実施方法 ■直営　■

政

委託　□指定管理　□

策

補助・助成　□その他

部

一般会計
市街地整

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

備

績

２９年度実績 ３０年

調

度実績 元年度実績 ２年

査

度計画

（拡大市街地調

推

査推進事業） ・小垣江

進

町北部地区 ・小垣江町

事

北部地区 ・小垣江町北

業

部地区
・小垣江町北部

担

地区 　　合意形成支援

当

　　合意形成等支援 　

課

　合意形成等支援
　　

市

合意形成支援 ・再開発

街

の補助制度等に関す ・

地

再開発に関する合意形

整

成等
　る調査検討 　支

備

援
　　

・小垣江町北部

課

地区の地元まちづくり

款

団体等の組織化につい

項

て、検討することがで

目

きた｡

成果
・再開発の

担

補助制度に関し、関連

当

部署と検討会を開催し

係

、制度の検討を行うこ

区

とができた。

　地元ま

画

ちづくり団体等の組織

整

化に向けて、代表候補

理

者の選定や勉強会の開

工

催などの手法を検討す



係

8 4 1 拠点整備係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

令

理由

　住宅取得等に起

和

因する子育て世代の転

２

出抑制を図るとと
・法

年

的業務
高い

もに人口世

度

代間バランスを維持し

（

ていく必要があるため

令

、
必要性 ・市民ニーズ

和

、社会需要 住み続けた

元

い、住んでみたいと思

年

われる良好な住環境を

度

確
・市民生活上必要で

評

ある　など 保する必要

価

がある。

　関係権利者

）

との合意形成を図りな

刈

がら、事業化に向けた

谷

・コストの節減、費用

市

対効果
普通

取り組みを

事

進める必要があるため

務

、調査や資料作成など

事

を
効率性 ・執行体制の

業

効率性 行う必要がある

評

。
・手段の最適性　な

価

ど

　上位計画と整合す

シ

る上、関係権利者との

ー

合意形成や事業
・市が

ト

主体となって実施する

（

普通
計画の策定などに

様

は、専門知識を多く必

式

要とするため、早
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

期事業化を図るために

会

は、地元まちづくり団

計

体等の活動に
・総合計

名

画との整合性　など 対

担

し、市の適切な支援が

当

必要である。

　事業効

部

果が発現するまでに長

都

期間を要す恐れがある

市

もの

施策への ・施策へ

政

の貢献度
高い

の、地元

策

まちづくり団体等の活

部

動は、市街地整備の事

一

業化
・目標達成度 に必

般

要不可欠なものである

会

ため、団体等の活動を

計

支援する
貢献度 ・市民

市

サービスへの効果　な

街

ど ための本事業の施策

地

貢献度は高い。

今後の

整

方向性 □拡充　■現状

備

維持　□改善・効率化

調

　□縮小　□終期設定

査

　□休止・廃止

　関係

推

地権者との合意形成に

進

ついては、本市の施策

事

である市街地整備の事

業

業化に必要不可欠なも

担

のであり、合意形成
活

当

動を担う主要組織であ

課

る地元まちづくり団体

市

等の組織化や活動支援

街

などが必要であるため

地

、継続して調査や資料

整

作
成などを行う。

備課

款 項

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

目

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

担

評
　
価
　
∨

当係 区画整理工務



係

続き支援していく必要

8

がある。

・道路や駅前

4

広場などの再整備を検

8

討しているため、市が主体となって関係機関協議を行う必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ４年度

活動 市街地再開発準備組合の検討会への参加回数（回） ― 3 3 3 3
指標
成果 権利者による市街地再開発準備組合への加入率(％) ― 90.4 90.4 93.6 100.0
指標

　愛知県内における市街地再開発事業の実施中地区数　（令和2年4月1日現在）
他市との 　　名古屋市：2地区　豊橋市：1地区　春日井市：1地区
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 9,344 17,477 9,513 合計 17,477,000 円
委託料 15,477,000 円

財
　
源

特定財源 0 2,266 3,389 700 負担金、補助及び
交付金 2,000,000 円

一般財源 0 7,078 14,088 8,813

職員人件費　② 0 5,169 6,700 5,036

総事業費（①＋②） 0 14,513 24,177 14,549

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 社会資本整備総合交付金(国)

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 都市

令

環境

基本施策 市街地・

和

住環境
施策体系

施策の

元

内容 市街地の整備・改

年

善

目
　
　
　
的

　市街地

度

再開発等による都市基

評

盤の再生・整

主
た
る
内

価

容

○再開発に関する計

）

画等の策定
備により、

刈

景観にも配慮した快適

谷

な都市空間 ○再開発準

市

備組合への助成
を創出

事

することで、まちなか

務

居住の積極的な
促進と

事

機能的で利便性の高い

業

拠点形成を目指
す。

位

評

置
づ
け

関連計画 都市計

価

画マスタープラン、立

シ

地適正化計画、中心市

ー

街地まちづくり基本計

ト

画

根拠法令 都市再開発

（

法、都市計画法、刈谷

様

市市街地再開発準備組

式

合助成金交付要綱

対象

１

者 市民（刈谷市駅前地

）

区） 事業期間 平成３０

会

年度 ～

実施方法 ■直営

計

　■委託　□指定管理

名

　■補助・助成　□そ

担

の他

当部 都市政策部

一

Ｂ
　
事
　
業
　

般

実
　
績

２９年度実績 ３

会

０年度実績 元年度実績

計

２年度計画

　 ・市街地

刈

総合再生基本計画の ・

谷

再開発に関する基本計

市

画の ・都市計画決定素

駅

案の作成
　 　策定 　検

前

討 ・市街地再開発準備

市

組合への
　 ・市街地再

街

開発準備組合への ・駅

地

前広場・道路概略設計

再

の 　助成
　 　助成 　検

開

討 ・市街地再開発準備

発

組合の検
　　　―――

事

―――― ・市街地再開

業

発準備組合の検 ・市街

担

地再開発準備組合への

当

　討会への参加
　討会

課

への参加 　助成 ・関係

市

機関等との協議
・関係

街

機関等との協議 ・市街

地

地再開発準備組合の検

整

　討会への参加
・関係

備

機関等との協議

・再開

課

発に関する基本計画等

款

の検討を進めることが

項

できた。

成果
・市街地

目

再開発準備組合に対す

担

る助成を行い、事業化

当

に向けた組合活動を支

係

援することができた。

再

・事業実施に対する権

開

利者の合意形成を図る

発

ため、組合活動を引き
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　本市が

令

将来にわたって持続可

和

能な都市であるために

２

、鉄
・法的業務

普通
道

年

駅周辺などの既成市街

度

地における拠点機能の

（

強化や地域
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 特

和

性に応じた土地利用の

元

誘導などを推進する必

年

要がある。
・市民生活

度

上必要である　など

　

評

関係機関や関係権利者

価

などと意見交換しなが

）

ら、効率的
・コストの

刈

節減、費用対効果
普通

谷

に再開発に関する基本

市

計画の検討を進めるこ

事

とができた。
効率性 ・

務

執行体制の効率性
・手

事

段の最適性　など

　総

業

合計画をはじめとする

評

関連計画に位置付けら

価

れた本市
・市が主体と

シ

なって実施する
高い

の

ー

目指すべき都市構造を

ト

実現するために、市が

（

主体的に実
妥当性 　べ

様

き事業であるか 施する

式

べき事業である。
・総

２

合計画との整合性　な

）

ど

　事業効果が発現す

会

るまでに長期間を要す

計

恐れがあるもの

施策へ

名

の ・施策への貢献度
高

担

い
の、本市の目指すべ

当

き都市構造を実現する

部

ために必要な事
・目標

都

達成度 業である。準備

市

組合の活動は、再開発

政

事業の推進に必要不
貢

策

献度 ・市民サービスへ

部

の効果　など 可欠なも

一

のであるため、引き続

般

き活動への支援を図っ

会

てい
く。

今後の方向性

計

■拡充　□現状維持　

刈

□改善・効率化　□縮

谷

小　□終期設定　□休

市

止・廃止

　準備組合と

駅

連携を図りながら関係

前

権利者との合意形成を

市

目指すとともに、道路

街

・駅前広場の再整備に

地

伴う関係機関
協議を実

再

施し、本市の目指すべ

開

き都市構造の実現に取

発

り組んでいく。

事業
担当

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

課

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

市

　
価
　
∨

街地整備課

款 項 目 担当係 再開発係



8

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 116,417 191,200 240,000 0 合計 240,000,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 89,218 155,418 192,052 0 交付金 240,000,000 円

一般財源 27,199 35,782 47,948 0

職員人件費　② 2,869 2,855 2,850 0

総事業費（①＋②） 119,286 194,055 242,850 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 社会資本整備総合交付金(国)
、市街地再開発事業等補助金

３年度以降の事業費見込 0 (県)、土地建物貸付収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 都市環境

基

令

本施策 市街地・住環境

和

施策体系
施策の内容 住

元

環境の充実

目
　
　
　
的

年

　中心市街地としてふ

度

さわしい土地の高度有

評

主
た
る
内
容

○民間事業

価

者が行う優良建築物等

）

への補助
効利用を図る

刈

ため、民間活力を活用

谷

した都市 ○定期借地制

市

度による民間活力を活

事

用した施
基盤の再生と

務

魅力ある土地利用を推

事

進する。 　設整備

位
置

業

づ
け

関連計画 都市計画

評

マスタープラン、立地

価

適正化計画

根拠法令 刈

シ

谷市優良建築物等整備

ー

事業補助金交付要綱

対

ト

象者 事業者 事業期間 平

（

成２６年度 ～ 令和元年

様

度

実施方法 ■直営　□

式

委託　□指定管理　■

１

補助・助成　□その他

）

会計名 担当部 都市

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

政

績

２９年度実績 ３０年

策

度実績 元年度実績 ２年

部

度計画

・調査設計、土

一

地整備、建築 ・調査設

般

計、建築工事（共同 ・

会

調査設計、建築工事（

計

共同 　
　工事（共同施

銀

設等）に対す 　施設等

座

）に対する補助 　施設

Ａ

等）に対する補助 　
　

Ｂ

る補助 　
　
　　　――

地

―――――

　適正に補

区

助金を交付し、建築工

整

事を順調に進捗させ、

備

事業を完了することが

事

できた。

成果

課題

指標

業

名称（単位）
実績値 目

担

標値

２９年度 ３０年度

当

元年度 ２年度 ４年度

成

課

果 事業進捗率（％） 4

市

7.1 70.1 100

街

.0 ― ―
指標
成果 当地

地

区における低未利用地

整

の割合（％） 44.0

備

44.0 2.0 ― ―
指

課

標
　西三河における市

款

有地活用事業の実績地

項

区数（実施中含む）（

目

令和2年4月1日現在

担

）
他市との 　　岡崎市

当

：3地区　安城市：2

係

地区　西尾市：1地区

再

　高浜市：1地区
比較

開

検証

発係
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　土地の有効・

令

高度利用及び中心市街

和

地活性化に寄与する
・

２

法的業務
高い

施設整備

年

は、市民ニーズが高く

度

、市民生活上において

（

も必
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 要である

和

。
・市民生活上必要で

元

ある　など

　民間活力

年

を活用することで、よ

度

り効果的かつ効率的に

評

市
・コストの節減、費

価

用対効果
高い

が目指す

）

べきまちづくりを実現

刈

することができる。
効

谷

率性 ・執行体制の効率

市

性
・手段の最適性　な

事

ど

　民間事業者が行う

務

施設整備に対して補助

事

することで、総
・市が

業

主体となって実施する

評

普通
合計画、都市計画

価

マスタープランに位置

シ

付けられた本市の
妥当

ー

性 　べき事業であるか

ト

目指すべき都市構造を

（

実現することができる

様

。
・総合計画との整合

式

性　など

　民間活力を

２

活用し、市街地の整備

）

・改善、まちなか居住

会

施策への ・施策への貢

計

献度
高い

の推進を図る

名

ことは、施策への貢献

担

度が高い。
・目標達成

当

度
貢献度 ・市民サービ

部

スへの効果　など

今後

都

の方向性 □拡充　□現

市

状維持　□改善・効率

政

化　□縮小　□終期設

策

定　■休止・廃止

　民

部

間活力を活用した都市

一

基盤の再生及び魅力あ

般

るまちづくりを推進し

会

た結果、本市が目指す

計

べき将来の都市構造で

銀

ある高次の都市機能が

座

集積するまちづくりを

Ａ

実現することができた

Ｂ

ため、本事業は廃止と

地

する。

区整備

Ｃ
 

事

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

業

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

担当課 市街地整備課

款 項 目 担当係 再開発係

8 4 8



8

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 79,600 123,200 208,562 437,200 合計 208,561,700 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 59,700 92,400 156,300 327,900 交付金 208,400,000 円
補償、補填及び賠

一般財源 19,900 30,800 52,262 109,300 償金 161,700 円

職員人件費　② 4,653 2,855 2,850 3,801

総事業費（①＋②） 84,253 126,055 211,412 441,001

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 社会資本整備総合交付金(国)
、市街地再開発事業等補助金

３年度以降の事業費見込 0 (県)

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 都市環境

基

令

本施策 市街地・住環境

和

施策体系
施策の内容 住

元

環境の充実

目
　
　
　
的

年

　市有地を活用し、商

度

業施設や住宅、公共施

評

主
た
る
内
容

○民間事業

価

者が行う優良建築物等

）

への補助
設等が複合し

刈

た施設を整備すること

谷

により、 ○定期借地制

市

度による民間活力を活

事

用した施
多彩な駅前機

務

能の充実を図り、活気

事

と賑わい 　設整備
の創

業

出、まちなか居住の推

評

進、定住人口の増
加を

価

図る。

位
置
づ
け

関連計

シ

画 都市計画マスタープ

ー

ラン、立地適正化計画

ト

根拠法令 刈谷市優良建

（

築物等整備事業補助金

様

交付要綱

対象者 事業者

式

事業期間 平成２８年度

１

～ 令和３年度

実施方法

）

■直営　□委託　□指

会

定管理　■補助・助成

計

　□その他

名 担当部 都市政策

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

２９年度

一

実績 ３０年度実績 元年

般

度実績 ２年度計画

・調

会

査設計、土地整備に対

計

す ・調査設計、土地整

刈

備、建築 ・調査設計、

谷

建築工事（共同 ・調査

駅

設計、建築工事（共同

北

　る補助 　工事（共同

地

施設）に対する   施

区

設）に対する補助   

整

施設）に対する補助
　

備

補助
・土地賃貸借契約

事

の締結

　適正に補助金

業

を交付し、遅滞なく計

担

画的に事業を進捗させ

当

ることができた。

成果

課

課題

指標名称（単位）

市

実績値 目標値

２９年度

街

３０年度 元年度 ２年度

地

４年度

成果 事業進捗率

整

（％） 9.3 23.8

備

48.4 94.0 ―
指

課

標
成果 当地区における

款

低未利用地の割合（％

項

） 49.3 49.3 4

目

9.3 49.3 ―
指標

担

　西三河における市有

当

地活用事業の実績地区

係

数（実施中含む）（令

再

和2年4月1日現在）

開

他市との 　　岡崎市：

発

3地区　安城市：2地

係

区　西尾市：1地区　

8

高浜市：1地区
比較検

4

証



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　土地の有効・

令

高度利用及び中心市街

和

地活性化に寄与する
・

２

法的業務
高い

施設整備

年

は、市民ニーズが高く

度

、市民生活上において

（

も必
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 要である

和

。
・市民生活上必要で

元

ある　など

　民間活力

年

を活用することで、よ

度

り効果的かつ効率的に

評

市
・コストの節減、費

価

用対効果
高い

が目指す

）

べきまちづくりを実現

刈

することができる。
効

谷

率性 ・執行体制の効率

市

性
・手段の最適性　な

事

ど

　民間事業者が行う

務

施設整備に対して補助

事

することで、総
・市が

業

主体となって実施する

評

普通
合計画、都市計画

価

マスタープランに位置

シ

付けられた本市の
妥当

ー

性 　べき事業であるか

ト

目指すべき都市構造を

（

実現することができる

様

。
・総合計画との整合

式

性　など

　民間活力を

２

活用し、市街地の整備

）

・改善、まちなか居住

会

施策への ・施策への貢

計

献度
高い

の推進を図る

名

ことは、施策への貢献

担

度が高い。
・目標達成

当

度
貢献度 ・市民サービ

部

スへの効果　など

今後

都

の方向性 □拡充　■現

市

状維持　□改善・効率

政

化　□縮小　□終期設

策

定　□休止・廃止

　本

部

市が目指す将来のまち

一

づくりの方向性を見据

般

え、中心市街地として

会

相応しい土地の有効・

計

高度利用を図るため、

刈

民間活力を活用した都

谷

市基盤の再生及び魅力

駅

あるまちづくりを推進

北

する。

地区整

Ｃ
 

備

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

事

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

業
担当課 市街地整備課

款 項 目 担当係 再開発係

8 4 8



8

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 10,560 16,012 合計 10,560,000 円
委託料 10,560,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 3,640

一般財源 0 0 10,560 12,372

職員人件費　② 0 0 5,545 4,165

総事業費（①＋②） 0 0 16,105 20,177

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 都市環境

基

令

本施策 市街地・住環境

和

施策体系
施策の内容 市

元

街地の整備・改善

目
　

年

　
　
的

　刈谷駅周辺に

度

おいて誰もが集い、回

評

遊しや

主
た
る
内
容

○市

価

街地総合再生基本計画

）

の策定
すい活気とにぎ

刈

わいのあるまちづくり

谷

を推進 ○市街地再開発

市

等の事業化の推進
する

事

ための調査・検討を行

務

うことで、市街地 ○に

事

ぎわいづくりに関連す

業

る施設整備
再開発等の

評

事業化を促進する。 　

価

位
置
づ
け

関連計画 都市

シ

計画マスタープラン、

ー

立地適正化計画、中心

ト

市街地まちづくり基本

（

計画

根拠法令 都市再開

様

発法

対象者 関係権利者

式

、事業者 事業期間 令和

１

元年度 ～ 令和９年度

実

）

施方法 ■直営　■委託

会

　□指定管理　□補助

計

・助成　□その他

名 担当部 都市政策部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

一

９年度実績 ３０年度実

般

績 元年度実績 ２年度計

会

画

　 　 ・基礎調査等の

計

検討 ・基本計画の作成

刈

　 　 ・関係機関との協

谷

議・調整 ・関係機関と

駅

の協議・調整
　 　 ・施

周

設設備等設計の検討
　

辺

　
　　　――――――

整

― 　　　――――――

備

―

　市街地再開発等の

事

事業化に必要となる基

業

本計画の策定に向けて

担

、基礎調査及び課題の

当

整理を実施することが

課

できた。

成果

　事業化

市

の促進に向けた関係権

街

利者等の機運の醸成が

地

課題である。

課題

指標

整

名称（単位）
実績値 目

備

標値

２９年度 ３０年度

課

元年度 ２年度 ４年度

活

款

動 関係機関との協議・

項

調整回数（回） ― ― ４

目

４ ４
指標
活動
指標

　愛

担

知県内における市街地

当

再開発事業等の実施中

係

地区数（令和２年４月

拠

１日現在）
他市との 　

点

　名古屋市：2地区　

整

豊橋市：1地区　春日

備

井市：1地区　安城市

係

：1地区　刈谷市：1

8

地区
比較検証

4
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